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1．はじめに
　DeStefano & LeFevre（2007） は， ハ イ パ ー
テキストでの学習などに関する論文 38 編をレ
ビューして，ハイパーテキストで読んだときと，
同じ文章を紙に印刷するなどして線形に読んだと
きの認知的負荷を比較した。その結果，ハイパー
テキストでは，より多くの意思決定と視覚処理が
要求され，そのため読み取りのパフォーマンスが
低下すること，ワーキングメモリなどの読者の個
人的な違いが，ハイパーテキストの特徴の影響を
際立たせることがわかった。その理由として，ハ
イパーテキストは，その多くの機能が読者の認知
的負荷を増大させ，そのため読者の能力を超えた
ワーキングメモリ容量を必要とした可能性がある
と結論付けた。
　読むことだけでなく，書くことも e メディアの
分が悪い。ビデオ教材の学習をノートパソコンで
メモしながら視聴する学生と，紙にペンでメモし
ながら視聴する学生とで記憶テストをしたとこ
ろ，後者の成績の方が有意に高かった（Mueller 
& Oppenheimer 2014）。また，講義中のノート
パソコンの使用を許された学生は，使用を禁じら

れた学生より，直後の講義内容の記憶テストの成
績が低いという研究報告が複数ある（Hembrooke 
& Gay 2003, Yamamoto 2007）。ノートパソコン
を使うと，注意散漫になり，マルチタスクに誘わ
れるからだという。
　このような e メディア使用と注意力の問題は，
年齢に関係なく子どもにも存在する。森（2004）
は，128 チャンネルの脳波計を用いて，文章を書
き写す作業を手書きの場合とタイピングで行った
場合の比較，紙面での読書とモニタ画面での読書
の比較を通して，脳の活動の違いを示した上で，
実験に参加した子どもたちとその保護者などの調
査と合わせて，ゲーム脳（テレビゲームの長時間
使用によって前頭葉の β波が極めて弱くなった状
態）になると記憶力の低下とともに集中力が低
下することを示した。また，Swing et al.（2010）
は，13 か月間，1,323 人の中学生に対して，テレ
ビ視聴及びテレビゲーム使用の注意力との関連を
調べ，これらのメディア使用が注意力の問題を増
大させることを示した。また，210 人の若い成人
に対する調査でも同様の結果が得られ，メディア
使用による注意力の問題は，メディアの種類だけ
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でなく対象者の年齢にも関係なかったという。
　Carr（2010）は，ウェブが，ハイパーテキス
トとマルチメディアの 2 つの技術で提供されてい
ることを踏まえ，ハイパーテキストの先駆者がか
つて信じた仮説「マルチメディアは内容把握を深
め，学習を強化する」は研究によって反証されつ
つあり，むしろマルチメディアによって生じる注
意分割はさらに認知能力を酷使し，学習能力を
減少させ，理解力を弱めていると述べた。村田

（2014）は，このようなインターネットの特性を
散漫性と呼んだ。
　このような環境下では，脳はその散漫性に適応
して注意散漫な脳になり，深い読み，深い理解が
できなくなることが考えられる。新井（2018）は，
AI 研究を通して，子どもや大学生の読解力の低下
に気付き，読解力の重要性を述べている。後述す
る e メディア使用と言語性知能の負の相関を示す
脳に関する先行研究（Takeuchi et al. 2015, 2016）
を踏まえれば，読解力の低下は，e メディア使用
に原因があると考えることができる。
　なお，状況の心理的・道徳的側面を理解して，
他者の精神的苦痛に共感し始めるには時間がかか
ることが示されており（Immordino-Yang et al. 
2009），注意散漫な脳は，他者の精神的苦痛を感
じにくくなると考えられる。子どもには，特に教
育的な配慮が必要である。また，横田（2016）と
川島（2018a）は，仙台市立小中学校の約 7 万人
の児童生徒を対象に行った学力調査と生活習慣ア
ンケートの結果を分析して，家庭での学習時間
別，睡眠時間別に集計しても，スマートフォン
の使用時間（特に SNS の使用時間）が長いほど，
学力調査の成績が低いことを示した。
　このように，e メディアの使用が，学習に向か
ないことを示す多くの研究報告がある。これらの
研究成果を踏まえて，文部科学省が進める GIGA
スクール構想について考えてみよう。GIGA ス
クール構想が浸透し，ほぼすべての小中学校で児
童生徒 1 人に 1 台のタブレットパソコン等が用意
された。子どもの e メディア使用が，家庭だけで
なく学校においても，様々な場面に広がってい
る。この教育環境の中で育つ子どもたちを，本稿
では「GIGA 世代」と呼ぶことにする。
　後述するように，最近の研究では，e メディア
使用が学習に向かないだけでなく，子どもの脳の
発達にとって深刻な影響を及ぼすことが明らかに
なりつつある。本稿では，最近の研究動向を踏ま
えて，GIGA 世代の問題が，日本の戦後教育史に
おける最大の問題になり得ることを論じ，それを

予防するための対策を探る。

2．戦後教育史におけるこれまでの問題
2．1　学習指導要領の変遷
　水原他（2018）は，学習指導要領とは国民形成
の設計書だという。学習指導要領が，日本におけ
る人間形成に大きな影響を与える基本的な教育方
針を示すものであることは疑い得ない。そこで，
これまでの学習指導要領の変遷を辿って，日本に
おける戦後教育史の問題を俯瞰する。
　表 1 は，これまでの学習指導要領（国立教育
政策研究所 2022）の変遷を整理したものである。
1947 年度，1951 年度のものは，施行年月が記さ
れていない試案であるが，1958 年度以降の学習
指導要領と同様の影響を学校教育に及ぼしたと考
えられることから，回数を通し番号で示した。た
だし，試案については「発表」，施行年月が記さ
れているものについては「告示」として区別し
た。なお，発表・告示年度は，小学校のものを
用いており，教科等によって異なる年度に発表・
告示されたものは除いた。また，部分的な修正

（1948 年度発表），改正（2003 年度告示）も除い
た。区分 A ～ D は先行研究による変遷区分を示
しており，特色は著者が整理したものである。
　区分 A は，教育の方法や内容など教育全般で
捉えた区分である。野崎（2006）は，児童中心主
義，教科中心主義，ゆとり教育（人間中心主義）
の 3 期に分けて，次の第 8 回改訂の変更点につい
て考察している。この区分が最も一般的に理解さ
れているものだと考えられる。
　区分 B は宮本（2018）によるものだが，第 5
回告示を大きな転換点と見なしていない。ここで
重要なのは，経験主義的教育課程と系統主義的教
育課程は，明確に異なる教育課程と見なせるが，
ゆとり教育かそうでないかは主に授業時数や量的
な教育内容の違いによるもので，同じ教育課程の
量的な差異と見なせることである。
　早坂（2012）では，戦後教育において実践され
た 8 つの学習方法（問題解決学習，系統学習，プ
ログラム学習，発見学習，範例学習，オープン学
習，完全習得学習，総合学習）を時系列に並べ
て，学習指導過程の変遷を辿っている。学校教育
を特徴付けたと考えられる「問題解決学習」「系
統学習」「総合学習」で，著者によって 3 区分し
たものが区分 C である。
　区分 D は，社会的背景から区分したものであ
る（桐田 2010）。この特徴は，経済成長という視
点で第 1 回発表から第 4 回告示までを一続きと見
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なしていることと，第 7 回告示以降の「教育政策
乱発時代」である。特色欄に記したように，第 7
回告示以降の教育政策は，生きる力，総合的な学
習の時間，小学校英語活動，主体的・対話的で深
い学び，特別な教科である道徳，プログラミング
的思考など，確かに乱発時代といえる。

2．2　戦後教育史における問題
　学習指導要領が改訂される理由を，2 つ考える
ことができる。1 つは，そのときの社会的背景に
よって，つまり社会的な変化によって，教育を変
革する必要性が生じることである。この視点で改
訂を解釈したものが，区分 D である。もう 1 つ
は，現行の学習指導要領に問題が見つかり，それ
を改善する必要性が生じることである。教育政策
における問題を議論するには，この視点が適して
いる。この視点で改訂を解釈したものが，区分
A と B である。区分 C は，表 1 において，区分
A，B と区分 D の中間的な区分のように見える。
　区分 A，B に表れているように，教育政策の変
遷を，経験主義的教育と系統主義的教育を，それ
らのちょうどよいバランスを求めながら，行った
り来たりしていると見なすことがある。前者は

「はいまわる」と批判され，後者は「つめこみ」
と批判され，行き過ぎると揺れ戻しが生じると解
釈する。

　経験主義的教育については，その出発点から問
題を孕んでいた。第 1 回発表の学習指導要領試案
が，デューイの教育論の影響を受けていたことは
知られている。しかし，それは誤解されたもので
もあった。谷川（1998）によると，1950 年に出
された『小学校社会科学習指導法』の中で，問題
解決学習の典型的な段階として示された「社会科
の問題解決過程（6 段階）」がそのままデューイ
の理論と誤って解釈され，それが日本の問題解決
学習の原型とされるようになったという。このよ
うな誤謬から始まった日本の経験主義的教育は，
活動はするものの学びがなく，「はいまわる」だ
けと批判された。学力低下が問題となるに至っ
て，第 3 回告示で系統主義的教育に転換されるこ
とになった。これに似たような批判は，第 6 回告
示の生活科，第 7 回告示の総合的な学習の時間に
も見られた。
　第 3 回告示で系統主義的教育課程が示され，学
習内容が増えた。高度経済成長に向かう過程で，
教育における受験競争が過熱し，考えることより
覚えることが受験に役立つ勉強だと思われるよう
になった。これが詰め込み教育だと批判された。
　第 5 回告示で，ゆとり教育と呼ばれる教育課程
が取り入れられた。学校における授業内容が質的
にも量的にも減少したことから，勉強は学習塾で
するものと考える児童生徒や保護者が増えた。そ
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表１ 学習指導要領の変遷（発表･告示年度は小学校のもの） 
回 発表･告示年度 区分 A 区分 B 区分 C 区分 D 特色 
1* 1947 (S.22) 児童中心主義 経験主義

（問題解決学
習） 

問題解決学習 戦後復興から
高度経済成長
へ 

経験主義的教育課程 
自由研究 

2* 1951 (S.26) 教科以外の活動（特別教育活
動） 

3 1958 (S.33) 教科中心主義 系統主義
教科中心主義

系統学習
 
(発見学習) 

系統主義的教育課程 
道徳の時間 

4 1968 (S.43) 教育内容の現代化 
構成主義の教育課程 

5 1977 (S.52) ゆとり教育 
人間中心主義 

「ゆとり」と
時代の変化 

ゆとりある充実した学校生活
ゆとりの時間 

6 1989 (H. 1) 新学力観（思考力，判断力，表
現力），知徳体の調和 
生活科（1,2 年） 

7 1998 (H.10) 総合学習 教育政策乱発
時代 

（ゆりもどし）

生きる力 
総合的な学習の時間 

8 2007 (H.19) 生きる力 
授業時数の増加(PISA テスト)
英語活動（5,6 年） 

9 2016 (H.28) （揺れ戻し？） 主体的・対話的で深い学び
特別な教科である道徳 
英語活動（3,4 年），英語科（5,6
年） 
プログラミング的思考 

* 1 回,2 回は施行年月のない試案なので「発表」，それ以外は「告示」

表 1　学習指導要領の変遷（発表 ･ 告示年度は小学校のもの）
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のため，学習塾に通って成績を上げる子どもと，
そうでない子どもとの間で学力格差が生じた。詰
め込み教育の反省から生まれたゆとり教育だった
が，皮肉なことに，詰め込み教育と同じような学
力格差と，落ちこぼれの問題と似たような全体的
な学力低下を招いた。このようにして成長した人
たちは「ゆとり世代」と呼ばれている。
　以上のように戦後教育史における教育問題を俯
瞰すると，経験主義的教育やゆとり教育がもたら
した学力低下の問題，系統主義的教育がもたらし
た学力格差の問題があげられる。校内暴力，いじ
め，不登校などの問題は，それらから副次的に生
じたといえるだろう。

3．GIGA 世代の問題
3．1　GIGAスクール構想
　2019 年 12 月 5 日，「安心と成長の未来を拓く
総合経済対策」が閣議決定され（内閣府 2019），
それを受けて，文部科学省は同年 12 月 19 日
に，GIGA スクール構想の実現に向けて，GIGA
スクール実現推進本部を設置した（文部科学省 
2019）。GIGA スクール構想の主な推進事項は，
以下の 4 つのものを整備することだと，まとめる
ことができる。
①�児 童 生 徒 1 人 1 台 の LAN 接 続 さ れ た コ ン

ピュータ
②高速大容量の通信ネットワーク
③新しい教育環境に適した教材など
④新しい教育環境における指導体制
　①と②はハードウェアの整備で，充分な予算措
置が講じられており，順調に進んでいる。しか
し，③と④は，達成まで紆余曲折が予想される。
　GIGA スクール構想は，より良い教育の実現を
目指して準備されたという点では，学習指導要領
と変わらない。しかし，経済対策の 1 つとしてス
タートしていること，教育内容でも教育方法でも
なく，教具としてのコンピュータと通信ネット
ワークの整備が中心になっていることが異なって
いる。
　なお，GIGA スクール構想の説明では，「児童
生徒 1 人 1 台のコンピュータ」としか書かれてい
ないのに，多くの小中学校で，タブレットパソコ
ンが導入されている。1 人が 1 台使うことを重視
して，可搬性の高さと価格の低さで選ばれたのだ
と考えられる。しかし，このことが，この後で述
べる戦後教育史における最大の問題となる一因と
もなっている。
　GIGA スクール構想をスタートさせる際に出さ

れた文部科学大臣メッセージのタイトルは，「子
供たち一人ひとりに個別最適化され，創造性を育
む教育 ICT 環境の実現に向けて」である。この
ような表現が一般的になされるため，ICT を使
えば創造性が育まれると誤解する人たちが増えた
ように思われる。1 人 1 台端末という ICT 環境
は，個別化に寄与することは容易に推測すること
ができるが，創造性を育むことに寄与することを
示すのは容易ではない。ICT 機器を用いた授業
で，ICT 環境が創造性を高めることができたと
する結果を得るには，その授業者は ICT 機器を
使わない授業でも同じこと（あるいは，それ以上
のこと）ができたかもしれないという可能性を排
除する必要があるからである。
　早くからコンピュータが子どもの学習に向かな
いことを指摘した Stoll（1999）は，コンピュー
タの操作法は，プログラミングとはちがい，本質
的に機械的な学習であって，創造力を要求するも
のでも，創造力を伸ばすものでもないと述べてい
る。ちなみに，プログラミングについては，後の
章で，ワイゼンバウムの言葉を引きながら，相手
の話を論理的に反駁し，話の矛盾点を突ける能力
はコンピュータのソースコードを書くこと（プロ
グラムをタイピングすること）とはほとんど無関
係だと述べている。
　したがって，GIGA スクール構想で ICT 環境
を整備しても，それが子どもの創造性を高めるこ
とを示すのは極めて難しい。もし ICT 機器を使っ
た授業で子どもの創造性を高めたという結果を得
たとしたら，ICT 環境以外の理由（授業の内容
や教員の子どもとの関わり方など）を探すことを
忘れてはならないだろう。

3．2　eメディアと依存症ビジネス
　e メディアは，electronic media の邦訳で，電
子メディアと訳されることもある。電子を用いて
情報を記憶したり伝達したりするメディアの総称
である。e メディアは，便利で効率よく，使いや
すく，飽きさせないように作られている。ハー
ドウェア（スマートフォン，タブレットパソコ
ンなど）も，ソフトウェア（オンラインゲーム，
SNS，動画サイトなど）も，この点では同じであ
る。どちらも，飽きさせない工夫，つまりやめら
れない工夫がなされている。それは，カジノなど
のギャンブルと同じで，依存症ビジネスと呼ぶ人
もいる（Alter 2017）。
　このような警告は，かつて心理学者からのも
のが多かったが（Young 1998, Healy 1998, Rosen 
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et al. 2012），最近では，脳科学者や精神科医から
も多く発せられている（横田 2016，川島 2018a，
2018b，Dunckley 2015，Hansen 2019）。e メディ
アの長時間使用が，脳に異常をもたらすことが明
らかになってきたからである。
　ネット依存症者は，依存期間が長いほど，脳の
帯状回や島皮質などの構造異常がより大きく現れ
ることがわかっている。Zhou et al.（2011）は，
ネット依存者は，左脳の帯状回，島皮質などの灰
白質密度が小さいことを MRI 画像で示した。帯
状回は本能的な行動や情動，認知などに関わり，
島皮質は感情，感覚，欲望と関わるといわれて
いる。Yuan et al.（2011）は，ネット依存の青年
15 人に対して，脳の MRI 画像解析と拡散テンソ
ル画像解析を用いて，脳の様々な部位で灰白質体
積の減少と白質異方性度の減少という構造異常を
見出し，それらがネット依存期間と相関があるこ
とを示した。
　さらに，ネット依存の子どもの脳が，アルコー
ル依存症者の脳と同様の反応を示すことがわかっ
ている。Ko et al.（2009）は，ネット依存の子ど
もに，キュー（きっかけ）としてオンラインゲー
ムの画像や広告を見せただけで，アルコール依存
者にアルコールに関するキューを見せたときと同
じように前頭葉や線条体などが活性化することを
fMRI 画像で示した。このことは，ネット依存が，
アルコール依存による脳の活動と同様の問題を抱
えていることを示しており，子どもの e メディア
使用の是非を議論する必要性を示す根拠の一つと
なる。Hansen（2019）によると，思春期の子ど
もは，衝動を制御する能力が完全に成熟していな
い上に，激しい興奮を感じる時期と重なり，危険
を冒すことができ，依存症になるリスクも高いこ
とが知られており，それがアルコールを早くに覚
えるのを規制している理由だという。飲酒を禁止
しているのに，脳の報酬系を活性化する恐ろしい
力を秘めているスマホを持たせることに関しては
誰も懸念していないと，問題を指摘している。
　これらの研究結果から，子どもの e メディア使
用を放任することは，依存症ビジネスに子どもを
さらしていることを意味しているといえる。

3．3　eスクリーン症候群
　前節で示した脳の異常は，ネット依存と診断さ
れていない子どもにも表れることが報告されてい
る。Takeuchi et al.（2016）は，5 ～ 18 歳の子ど
も 240 人を対象にして，ゲームプレイ時間と言語
性知能との間に負の相関があることを MRI 画像

で示した。また，拡散テンソル画像解析を用い
て，ゲームプレイ時間が長い子どもの脳は，水の
拡散性が高い（脳組織の密度が低い）ことを示
した。Takeuchi et al.（2015）は，すでに，5 ～
18 歳の子ども 276 人を対象にして，テレビの視
聴時間と言語性知能との間に負の相関があること
を MRI 画像で示しており，e メディア全般の長
時間使用が脳発達に負の影響を及ぼすと考えられ
る。これらの研究報告は，先述のメディア使用に
よる注意力の問題がメディアの種類にも対象者の
年齢にも関係なかったという報告（Swing et al. 
2010）と整合性をもつ。
　e メディアの多くは，使用者に情報を提示する
ための画面をもつ。e メディアでどのような内容
を利用するかが問題ではなく，e メディアを使っ
て画面を見る時間，つまりスクリーンタイムが問
題だという指摘が，多くの研究者の主張に見られ
るようになった。スクリーンタイムが長くなると

（「長い」は子どもが個々に持っている危険因子に
よって変わる），慢性的なストレスにさらされな
がら，脳は過剰なドーパミン放出をくり返す。そ
のため，多動性や自閉性などの発達障害の症状
や，うつ病などの心の病と同じ症状が表れるとい
う。Dunckley（2015）は，このような症状を総
称して，e スクリーン症候群（Electronic Screen 
Syndrome）と呼んだ。Dunckley（2015）は，1
週間の準備期間を含む 4 週間の e メディア断食

（Electronic Fast）を多くの子どもたちに施し，
子どもたちが e スクリーン症候群から脱し，心の
平静を取り戻す様子を報告している。子どものよ
り良い発達を支援すべき教育者及び教育研究者に
とって，重要かつ貴重な報告である。

3．4　なぜ最大の問題なのか
　森（2002, 2004）は，子どもによるテレビゲー
ムの長時間使用が，子どもの脳（前頭葉）の発達
に影響することを，前頭葉の脳波測定データを用
いて警告している。岡田（2008）では，テレビ
ゲームを長時間使用する子どもが前頭葉症候群の
症状と同じ傾向を示すことを指摘した上で，テレ
ビゲームを「子ども部屋に侵入した麻薬」だと述
べた。
　図 1 は，コンピュータにおける情報処理を階層
的に表したものである。コンピュータに入力さ
れた情報は，それぞれ専用の AS で処理される。
メールならメールソフトが，SNS の書き込みな
らウェブブラウザが処理する。そして，それら
AS に共通の処理を OS が支える。OS の土台とな
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るのは，コンピュータ（ハードウェア）そのもの
である。
　福島（2000）は，子どもの脳を，このコン
ピュータの階層モデルに例えて，e メディア使用
による子どもの脳の発達への影響について，次の
ように警告した。「環境ホルモンという化学物質
による，脳そのもの（ハード）の変化があり，さ
らに，情報環境の変化による脳の働き方の基本シ
ステム（OS）の変化がある。そこにさらに，現
代的な多様な問題をもたらす情報の氾濫がある。」
環境ホルモンが脳のハードウェアに，情報環境が
脳の OS に，情報の氾濫が脳の AS に，悪影響を
与えているとの警告だといえる。
　これまで，一般的に行われていた情報教育や情
報モラル教育では，情報の良否の判断や情報のよ
り良い扱い方，対処方法などを学習させようとし
ていた。それは，図 1 でいうと脳の AS の能力を
高めて，e メディア使用によるトラブルを予防し
ようとするものだった。福島（2000）は，脳の
AS だけに目を向けるのではなく，情報環境が脳
の OS に影響を与えることにも注目する必要があ
ると警告したといえる。
　さらに，前節で説明した，長いスクリーンタイ
ムが脳の発達に影響するという研究結果は，e メ
ディア使用が脳のハードウェアに影響することを
意味している。e スクリーン症候群は，e メディ
アの影響が脳のハードウェアに及んだことを示し
ているといえる。
　戦後教育史における問題で，問題となるかどう
かの評価基準となったのは学力（学力低下，学力
格差）であった。それは，脳の AS の成長を対象
にしている。ところが，GIGA スクール構想で生
じる可能性のある問題，つまり e スクリーン症候
群の問題は，子どもの脳のハードウェアに悪影響
を与える。これが，戦後教育史における最大の問
題だと危惧する所以である。

4．GIGA 世代問題の予防のために
4．1　問題解決の方法
　GIGA 世代の問題を顕在化させないためには，
子どもの脳の成長を妨げない程度に，スクリーン
タイムを減らす必要がある。許容されるスクリー
ンタイムは，子どもがもつ危険因子によって異な
ることが示されているが（Dunckley 2015），そ
れらを具体的に示す研究結果はまだ得られていな
い。
　このような状況であるが，確実に提案できるこ
とが 2 つある。1 つは，子どもの e メディア使用
を大人（学校においては教員，家庭においては保
護者）のコントロール下に置くことである。これ
は，Hansen（2019）が指摘したように，衝動を
制御する能力が充分でない思春期までは，周囲の
大人が e メディア使用のコントロールに関わるこ
とを意味している。もう 1 つは，時間をかけなが
ら少しずつ，子どもに e メディア使用を自律的に
選択する能力を身に付けられるように指導するこ
とである。これは，成人したときに，e メディア
使用を自分でコントロールする力を持てるように
支援することを意味している。

4．2　eメディア使用のコントロール
　ICT を誰がどこで使うかは，明確に区別する
必要がある。教育における ICT 使用でいえば，
以下の 3 つを区別する必要がある。
　1）ICT を教員が授業で使う
　2）ICT を児童生徒が授業で使う
　3）ICT を児童生徒が日常で使う
　図 2 は，これら 3 つの ICT 使用と対応する教
育の情報化を示したものである。
　1）は，主に各教科指導における ICT 活用にあ
たる。ただし，情報教育の指導のために教員が使
うこともある。2）は，主に児童生徒が情報活用
能力を向上させるために使う。ただし，教科指導
における ICT 活用で児童生徒が直接操作するこ
ともある。これらは，ICT を授業で使う場合で
あるので，質的な内容だけでなく，量的な使用時
間も教員がコントロールすることが可能である。
　3）は，児童生徒が日常でスマートフォンなど
を使用する場合である。このときに生じる問題を
予防するために，児童生徒に対して行われるのが
情報モラル教育である。しかし，スマートフォン
などの可搬性の高い e メディアは個人性が高いの
で，責任能力の小さい未成年者が使うと，監督責
任を負うべき保護者が監督することができないと
いう問題が生じる（村田 2010）。教員にとって，
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子どもの e メディア使用は，なおのことコント
ロール不能である。そのため，情報モラル教育は
大きな困難を抱えている。
　さて，本来 1）と 2）は，教員がコントロール
可能なのだが，そのコントロールを教員が自ら放
棄してしまうことがある。たとえば，配布したプ
リントの記入や作文が早く終わった子どもに，タ
ブレットパソコンの使用を認める場合である。ま
た，自習や調べ学習と称して，1 時間すべてでタ
ブレットパソコンを使わせる場合も該当する。さ
らに，授業以外での使用を認めてしまうと，スク
リーンタイムの問題は深刻になる。たとえば，タ
ブレットパソコンを「早く登校した者は使ってよ
い」「休み時間に使ってよい」「自宅に持ち帰って
使ってよい」とする場合である。これらは，タブ
レットパソコンの可搬性の高さが災いしていると
いえる。文部科学省が進める GIGA スクール構
想だから，タブレットパソコンをとにかく長時間
使わせて慣れ親しませればよいと誤解した教員
が，GIGA 世代の問題を顕在化させ，深刻化させ
る可能性がある。
　GIGA 世代の問題をできる限り小さくするため
に，まず必要なことは，教員が児童生徒の e メ
ディア使用を常にコントロール下において，スク
リーンタイムを減らす努力をすることである。ス
クリーンタイムは学校だけの問題ではなく，家庭
での e メディア使用の時間も含まれる。そのた
め，教員が保護者と連携して，子どものスクリー
ンタイムを制限する必要がある。Dunckley（2015）
による e メディア断食は，子どもの e メディア使
用を止めると同時に，子どもの e メディア使用を
保護者のコントロール下に戻す活動だといえる。
教員が，その妨げになるようなことがあってはな
らない。
　許容されるスクリーンタイムは，子どもがもつ

危険因子の数によって異なる（Dunckley 2015）。
危険因子とは，男性，低年齢，発達障害，慢性疾
患などである。これらの危険因子を多くもつ程，
短いスクリーンタイムでも e スクリーン症候群に
なりやすい。そのため，e メディアをより厳格に
遠ざける必要がある。一般的な指標として具体的
な時間が必要なときは，川島（2018a, 2018b）によ
る 1 日 1 時間未満を参考にすることを勧めたい。

4．3　eメディア使用の自律的な選択能力
　McLuhan（1965）は，「メディアの影響を無自
覚で従順に受容することによって，メディアは利
用者にとって壁のない牢獄となる」と述べた。ス
マートフォンを歩きながらや食事しながら使う

「ながらスマホ」や，暇さえあれば使い続けると
いった態度は，子どもを含めた現代人にとって大
きな問題となっている。McLuhan（1965）が言
うように，子どもが「e メディアの影響を無自覚
で従順に受容する」ことで「壁のない牢獄」に閉
じ込められ，その結果として，スクリーンタイム
が長くなり，e スクリーン症候群になると考えら
れる。したがって，これを予防する方法として，

「e メディアの影響を自覚して，e メディア使用を
自律的に選択する能力」を育成することを考える
ことができる。
　大人でも e メディアに依存する者がいる。それ
ほど，e メディアの誘惑は強い。それにも拘わら
ず，子どもは，将来の自分のために，e メディア
使用の衝動をコントロールする力が充分ではな
い。したがって，e メディア使用の自律的な選択
能力が身についていないうちは，子どもの e メ
ディア使用は大人がコントロールする必要があ
る。そして，e メディア使用の誘惑に打ち勝つだ
けの自律的な選択能力を育成することは，非常に
困難な教育活動だといえる。
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メールソフトが，SNS の書き込みならウェブブラウザ

が処理する。そして，それら AS に共通の処理を OS が

支える。OS の土台となるのは，コンピュータ（ハー

ドウェア）そのものである。 

福島（2000）は，子どもの脳を，このコンピュータ

の階層モデルに例えて，ｅメディア使用による子ど

もの脳の発達への影響について，次のように警告し

た。「環境ホルモンという化学物質による，脳そのも

の（ハード）の変化があり，さらに，情報環境の変化

による脳の働き方の基本システム（OS）の変化がある。

そこにさらに，現代的な多様な問題をもたらす情報

の氾濫がある。」環境ホルモンが脳のハードウェアに，

情報環境が脳の OS に，情報の氾濫が脳の AS に，悪

影響を与えているとの警告だといえる。 

これまで，一般的に行われていた情報教育や情報

モラル教育では，情報の良否の判断や情報のより良

い扱い方，対処方法などを学習させようとしていた。

それは，図 1でいうと脳の AS の能力を高めて，ｅメ

ディア使用によるトラブルを予防しようとするもの

だった。福島（2000）は，脳の AS だけに目を向ける

のではなく，情報環境が脳の OS に影響を与えること

にも注目する必要があると警告したといえる。 

さらに，前節で説明した，長いスクリーンタイムが

脳の発達に影響するという研究結果は，ｅメディア

使用が脳のハードウェアに影響することを意味して

いる。ｅスクリーン症候群は，ｅメディアの影響が脳

のハードウェアに及んだことを示しているといえる。 

戦後教育史における問題で，問題となるかどうか

の評価基準となったのは学力（学力低下，学力格差）

であった。それは，脳のASの成長を対象にしている。

ところが，GIGA スクール構想で生じる可能性のある

問題，つまりｅスクリーン症候群の問題は，子どもの

脳のハードウェアに悪影響を与える。これが，戦後教

育史における最大の問題だと危惧する所以である。 

 

４．GIGA 世代問題の予防のために 

４．１ 問題解決の方法 

GIGA 世代の問題を顕在化させないためには，子ど

もの脳の成長を妨げない程度に，スクリーンタイム

を減らす必要がある。許容されるスクリーンタイム

は，子どもがもつ危険因子によって異なることが示

されているが（Dunckley 2015），それらを具体的に

示す研究結果はまだ得られていない。 

このような状況であるが，確実に提案できること

が 2つある。1つは，子どものｅメディア使用を大人

（学校においては教員，家庭においては保護者）のコ

ントロール下に置くことである。これは，

Hansen(2019) が指摘したように，衝動を制御する能

力が充分でない思春期までは，周囲の大人がｅメデ

ィア使用のコントロールに関わることを意味してい

る。もう 1つは，時間をかけながら少しずつ，子ども

に e メディア使用を自律的に選択する能力を身に付

けられるように指導することである。これは，成人し

たときに，ｅメディア使用を自分でコントロールす

る力を持てるように支援することを意味している。 

 

４．２ ｅメディア使用のコントロール 

ICT を誰がどこで使うかは，明確に区別する必要が

ある。教育における ICT 使用でいえば，以下の 3 つ

を区別する必要がある。 

1) ICT を教員が授業で使う 

2) ICT を児童生徒が授業で使う 

3) ICT を児童生徒が日常で使う 

図 2 は，これら 3 つの ICT 使用と対応する教育の

情報化を示したものである。 

1)は，主に各教科指導におけるICT活用にあたる。

ただし，情報教育の指導のために教員が使うことも

ある。2)は，主に児童生徒が情報活用能力を向上させ

1） 

2） 

3） 

教員が授業で使う 

児童生徒が授業で使う 

児童生徒が日常で使う 

教科指導における
ICT 活用

情報教育
（情報活用能力の育成）

情報モラル教育 

ICT を…… 教育の情報化

教員が 
コントロール可能

コントロール不能

図２ ICT を「誰がどこで使うか」と対応する教育の情報化 図 2　ICT を「誰がどこで使うか」と対応する教育の情報化
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4．4　学習モデルの提案
　図 3 は，e メディア使用の自律的な選択能力を
育成するために提案する学習モデルのイメージで
ある。
　本学習モデルを支えるのは，2 種類の教材であ
る。1 つは，内容について学ぶ印刷教材である。e
メディアの 8 つの特性（村田 2016）を理解するこ
とで，e メディアの影響を自覚することを目指す。
もう 1 つは，方法について学ぶ映像教材である。
哲学対話の方法を習得して，e メディア使用を自
律的に選択する能力を高めることを目指す。
⑴　印刷教材で内容を学ぶ
　印刷教材には，e メディアの影響を自覚するた
めに，e メディアの 8 つの特性（不完全性，匿名
性，結界性，劇場性，個人性，散漫性，偏向性，
依存性）に気づけるように工夫がなされている。
散漫性を除く 7 つの特性については，「むかし話
で学ぶ情報モラル」（村田研究室 2017）を用いる。
e メディア使用を前提とせず，むかし話のエピ
ソードをアナロジーとして，e メディアの特性に
気づけるようになっている（たとえば，透明人間
になることと匿名性）。散漫性については「デー
タで学ぶ情報モラル」（開発中）を用いる。本稿
で示した先行研究のデータからの抜粋や独自の調
査データを用いて，e メディアの散漫性に気づけ
るように工夫する。
⑵　映像教材で方法を学ぶ
　授業は，哲学対話の方法で行うが，その方法を
映像教材で提示するのは，以下の理由がある。ま
ず，哲学対話をファシリテートできる教員が極め
て少ないことである。多くの教員は教えることに
慣れており，児童生徒と一緒に考える方法がある
ことに気付いていない。それに対して，児童生徒
は機会がありさえすれば，自ら考え，自由な発想

で発言することができる。著者は，小中学校で授
業実践などをした際，児童生徒のそのような姿を
何度も目にしたことがある。そこで，哲学対話
の方法を，教員から児童生徒に伝えるのではな
く，児童生徒に直接伝えるために，映像教材を用
いる。教員は，児童生徒と一緒に映像教材を視聴
し，哲学対話に参加者の 1 人として加わればよ
い。映像教材には，哲学対話の説明とともに，手
本となる対話の例を収めておき，真似をしながら
始めることができるように工夫する。
⑶　哲学対話で自律に向かう
　印刷教材で内容を学び，映像教材で方法を学ん
だ後，哲学対話の授業を通して，e メディア使用
を，その是非も含めて，質量ともに自律的に選択
できるようになることを目指す。
　哲学対話とは，子どものための哲学（Lipman 
et al. 1980, Lipman 2003）において成立するディ
スカッションを指す。哲学対話においては，10
人～ 15 人（40 人も可）が車座になってディス
カッションするが，1 つの発言は 1 つの対話にな
る。ある人Ａの発言に対して，別の人Ｂが哲学的
な問いを投げかけるとき，ＡとＢの間に哲学対話
が成立し，その他の者はその哲学対話を聞きなが
ら各自で考えている。ここでいう哲学対話は，形
式的には集団によるディスカッションであるが，
ＡとＢの哲学対話，ＡとＣの哲学対話などの哲学
対話の集合体になっている。
　哲学対話を始める前にいくつかの約束事を共有
するが，その 1 つに「何を言ってもよい」という
ものがある。「何を言ってもよい」には，2 つの
意味がある。1 つは，「自律を促す」ことである。

「何を言ってもよい」とは言っても，実際には何
を言ってもよいわけではない。この約束は，何を
言ってよいかが参加者各自に委ねられているこ
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（村田研究室 2017）を用いる。ｅメディア使用を前

提とせず，むかし話のエピソードをアナロジーとし

て，ｅメディアの特性に気づけるようになっている

（たとえば，透明人間になることと匿名性）。散漫性

については「データで学ぶ情報モラル」（開発中）を

用いる。本稿で示した先行研究のデータからの抜粋

や独自の調査データを用いて，ｅメディアの散漫性

に気づけるように工夫する。 

(2) 映像教材で方法を学ぶ 

授業は，哲学対話の方法で行うが，その方法を映像

教材で提示するのは，以下の理由がある。まず，哲学

対話をファシリテートできる教員が極めて少ないこ

とである。多くの教員は教えることに慣れており，児

童生徒と一緒に考える方法があることに気付いてい

ない。それに対して，児童生徒は機会がありさえすれ

ば，自ら考え，自由な発想で発言することができる。

著者は，小中校で授業実践などをした際，児童生徒の

そのような姿を何度も目にしたことがある。そこで，

哲学対話の方法を，教員から児童生徒に伝えるので

はなく，児童生徒に直接伝えるために，映像教材を用

いる。教員は，児童生徒と一緒に映像教材を視聴し，

哲学対話に参加者の 1 人として加わればよい。映像

教材には，哲学対話の説明とともに，手本となる対話

の例を収めておき，真似をしながら始めることがで

きるように工夫する。 

(3) 哲学対話で自律に向かう 

印刷教材で内容を学び，映像教材で方法を学んだ

後，哲学対話の授業を通して，ｅメディア使用を，そ

の是非も含めて，質量ともに自律的に選択できるよ

うになることを目指す。 

哲学対話とは，子どものための哲学（Lipman et al. 

1980, Lipman 2003）において成立するディスカッシ

ョンを指す。哲学対話においては，10人～15 人（40

人も可）が車座になってディスカッションするが，1

つの発言は 1 つの対話になる。ある人Ａの発言に対

して，別の人Ｂが哲学的な問いを投げかけるとき，Ａ

とＢの間に哲学対話が成立し，その他の者はその哲

学対話を聞きながら各自で考えている。ここでいう

哲学対話は，形式的には集団によるディスカッショ

ンであるが，ＡとＢの哲学対話，ＡとＣの哲学対話な

どの哲学対話の集合体になっている。 

哲学対話を始める前にいくつかの約束事を共有す

るが，その 1つに「何を言ってもよい」というものが

ある。「何を言ってもよい」には，2つの意味がある。

1つは，「自律を促す」ことである。「何を言ってもよ

い」とは言っても，実際には何を言ってもよいわけで

はない。この約束は，何を言ってよいかが参加者各自

に委ねられていること，つまり自律的な発言が促さ

れていることを意味する。 

もう 1つの意味は，「前提を疑う」ことである。前

提とは，議論する際に議論の土台となる疑ってはい

けないことをいう。日常でいえば「当たり前」のこと

である。哲学対話では，相手が話の中で前提（当たり

前）としていることを見極め，本当にそうかと問うこ

とがある。「前提を疑う」ことで「…かもしれない」

と多くの可能性を考えることができ，選択肢を増や

すことができる。選択肢が増えると「当たり前」から

解放され，さらに可能性を広げることができる。 

梶谷（2018）は，考えることで自由になるという。

哲学対話をしていると，ふと自由を感じることがあ

る。それまで自分の思考と行動を制限していた「当た

り前」から解放され，選択肢が増えることで，自由を

感じるのだと考えられる。そして，自律には自由が必

要である。哲学対話は，参加者を自由にして，自律的

ｅメディアの８つの特性 印刷教材 

内容を学ぶ

授業(哲学対話) 従順に 
受容 

自律的に 
選択 

ｅメディア 
の使用 

映像教材 

方法を学ぶ

哲 学 対 話  

学習モデルの主目的 

図３ 学習モデルのイメージ図 図 3　学習モデルのイメージ



161GIGA世代
─戦後教育史における最大の問題─

と，つまり自律的な発言が促されていることを意
味する。
　もう 1 つの意味は，「前提を疑う」ことである。
前提とは，議論する際に議論の土台となる疑って
はいけないことをいう。日常でいえば「当たり
前」のことである。哲学対話では，相手が話の中
で前提（当たり前）としていることを見極め，本
当にそうかと問うことがある。「前提を疑う」こ
とで「…かもしれない」と多くの可能性を考える
ことができ，選択肢を増やすことができる。選択
肢が増えると「当たり前」から解放され，さらに
可能性を広げることができる。
　梶谷（2018）は，考えることで自由になるとい
う。哲学対話をしていると，ふと自由を感じるこ
とがある。それまで自分の思考と行動を制限して
いた「当たり前」から解放され，選択肢が増える
ことで，自由を感じるのだと考えられる。そし
て，自律には自由が必要である。哲学対話は，参
加者を自由にして，自律的な行動を促すことに役
立つと考えられる。

5．おわりに
　GIGA 世代の問題が顕在化した場合は，e スク
リーン症候群の子どもたちが大量に現れ，そのま
ま成人していくことが考えられる。戦後教育史に
おける最大の問題は，巨大な社会問題となる可能
性がある。
　それを顕在化させないために，2 つのことを提
案した。第一にすべきことは，子どもを e メディ
ア症候群にしないことである。そのために，子ど
もの e メディア使用を大人（教員と保護者）のコ
ントロール下に置くことに注力する必要がある。
もしかすると，これは，教員と保護者に周知徹底
することによって，比較的容易に実現できるかも
しれない。しかし，2 つめに提案した学習モデル
を普及させるには，相当の困難が予想される。印
刷教材と映像教材を開発した上で実践研究を重
ね，改善を続けながら，未来の社会を担う子ども
たちのために，その成果を学校現場に還元できる
よう最大の努力を尽くしたい。
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